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概 要 
社会的イノベーションに関する研究は,近年急速に増えている.しかしながら,社会的イノベーションと言っ
てもその意味内容は多様に捉えられており,政治・福祉制度改革を論じるものから, 市民社会運動による社会
変革を論じるもの,社会的企業によるものまで様々である. 本稿では,社会的イノベーションの担い手である
社会企業家を「社会的イノベーションの遂行者」として位置づけ,利害関係者との相互作用に注目し検討した. 
本稿では, 社会的イノベーションについて, 「社会的課題の解決に取り組むビジネスを通して,新しい社会
的価値を創出し,経済的・社会的成果をもたらす革新」とする谷本編(2006)の定義を採用し,「国家,コミュニ
ティ,市場」の 3 つの視点から検討した. 
また,Rogers (2003)のイノベーションの普及の定義を援用し,彼が提示した集中型および分散型普及システ
ムを検討し 6 つの視点を確認した.本稿では,集中型普及システムは,線形的で一方的なコミュニケーション・
モデルを前提とし,分散型普及システムは,コミュニケーションの参加者が相互理解に達するために,互いに情
報を生み出し共有するような,コミュニケーションの収束モデルを想定している. 
従来の社会的イノベーション研究においては,社会企業家の機能として社会的課題の認知や事業機会の獲
得などの,事業創出面での役割に焦点が当てられていた.しかしながら,本稿での論点整理を踏まえ,それらに加
えて普及促進者としての役割を果たしながら利害関係者との相互作用により,当該社会的イノベーションの
普及にもかかわるハイブリッドな社会企業家像を想定して具体的な事例を検討することが必要ではないかと
考えている. 
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1 社会的イノベーション 
1.1 谷本(2006)の定義とポイント整理 
地域創生への注目が高まるなか,社会的イノベー
ションが盛んに取り沙汰されているが,その言説は
多岐にわたる.イノベーションとは,そもそも何か新
しいものを取り入れること,また今あるものを新し
く変えることである.Drucker(1985)は「企業家は何
か新しいもの,異なるものを想像する,または価値を
変える」と指摘している.そのことは,後述する社会
企業家 1)においても同じである.この社会的イノベー
ションを定義するにあたり,土肥(2005),大室(2009),
谷本他(2013)をもとにポイントを整理した. 
第一に, 本稿では社会的課題の解決に対してビジ
ネスの手法を用いていること.従来こうした社会セ
クターの課題解決にはビジネスのアプローチを用い
ることはあまり見られなかった. 
第二に,社会的課題の解決を目指したものである
こと.社会的課題とは,ローカル,グローバルなコミュ
ニティにおいて顕在化する環境,福祉,教育,途上国支
援などの諸課題であり,その内容は国や地域,時代に
より異なってくる. 
第三に,最終的な成果として,社会的成果と経済的
成果が求められるということ.一般的に,イノベーシ
ョンは市場から受け入れられて初めて成立し,経済
的成果を伴うことが求められる(武石・青島・軽
部,2012).社会的イノベーションの場合は,経済的成
果と社会的成果の両方が求められる. 
第四に,新しい社会的価値を創出するということ.
社会的イノベーションは,経済的・社会的成果の達
成のみならず,新たな社会的価値を創出し既存の諸
制度を変革していくという側面をもっている.  
本稿で扱うイノベーションは,新技術の開発のみ
ならず,新しいソーシャル・プロダクトから,新しい
仕組み,ビジネスモデル,組織形態にかかわるイノベ
ーションなどに焦点が当てられる.また,社会的イノ
ベーションの担い手である社会企業家を「社会的イ 
ノベーションの遂行者」として位置づける. 
社会的イノベーションに関する研究は,近年急速
に増えている.しかしながら,社会的イノベーション
と言ってもその意味内容は多様に捉えられており,
政治・福祉制度改革を論じるものから, 市民社会運
動による社会変革を論じるもの,社会的企業による
ものまで様々である. 
こうしたことを踏まえ,本稿では,社会的イノベー
ションについて,谷本編(2006)の定義を採用し次の
ように捉え検討を進める. 
 
 
「社会的課題の解決に取り組むビジネスを通して,
新しい社会的価値を創出し,経済的・社会的成果を
もたらす革新」 
 
 
1.2 捉える視点 
社会的イノベーションを捉える視点について,既
存研究を踏まえ,表 1 のように 3 つに大別した. 
1つは,国家レベルにおける公共政策にかかわる活
動を対象とする研究である.主な分析対象は政府,行
政機関であり,社会的イノベーションとマクロな制
度改革を通して,医療,福祉,教育領域などにおける経
済的・社会的パフォーマンスを改善しようとするも
のである. 
 次に, コミュニティレベルにおける社会活動を対
象とする研究である.主な分析対象は,市民社会組織
(CSO :Civil Society Organization)2)であり,その市
民活動による社会的課題の解決を扱うものである. 
最後に,本稿が特に注目する市場レベルにおける
ビジネス活動を対象とする研究である.主な分析対
象は社会的企業・事業型 NPO などである.分析対
象には,さまざまな組織形態が存在しており,谷本
編(2006)の整理に基づき,社会性と事業性の観点
から整理し図示したものが図 1 である. 
表 1 社会的イノベーションの視点 
出所：谷本他(2013)をもとに筆者作成 
 
タイプ 組織 概要 
Ａ 
国家レベルにおける
公共政策 
政府－行政 
マクロ制度改革等を通して,経済的・社会的パフォ
ーマンスの改善を指向 
Ｂ 
コミュニティレベル
における社会活動 
市民社会組織(CSO) 
コミュニティレベルの市民活動等を通して,多様な
社会的課題の解決を指向 
Ｃ 
市場レベルにおける
ビジネス活動 
ビジネス(社会的企
業・事業型 NPO) 
ビジネスを通して,多様な社会的課題の解決を指向
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その他にも,Christensen et al. (2006)による触媒
的イノベーション(catalytic innovation)による社会
変革の発想等が含まれる.  
 
 
図 1 社会的企業の組織形態 
出所：谷本編(2006)をもとに筆者作成 
 
 
 
 
 
 
1.3 タイプ別分類 
 前項の 3 つの視点をふまえ,近年の社会的イノベ
ーション研究について,タイプ別に検討してみよう.
表 2 は,表 1 と対応させ,整理・分類したものである. 
 最も広く社会的イノベーションを捉えるものは,<
タイプ A>のものである. 
Taipale (2006)は,フィンランドにおけるマクロな
議会制民主主義等の政治,社会保障制度等の社会政
策,学校の無料化等の教育・文化における社会改革
を社会的イノベーションと位置づけて,網羅的に事
例を取り上げている.<タイプ A>の論者たちは,社会
的イノベーションをマクロレベルでの「社会改革,
制度改革」として捉えている点が特徴である. 
また,Hamalainen and Heiskala(2007)は,医療・
福祉,教育などの領域において,産業界,地域,社会に
おける構造的な調整過程を検討し,マクロな制度改
革＝社会的イノベーションとして位置づけ,それに
よる経済的・社会的パフォーマンスの改善について
考察している. 
彼らは,社会的イノベーションとは,急速な技術・
経済変化によって生み出された新しい社会的課題が 
顕在化する際に求められると主張する.具体的には,
「新たな社会的な実践を導き,経済的・社会的なパ 
フォーマンスを改善する規制,社会的な規範,共有さ 
 
 
表 2 社会的イノベーション研究のタイプ別分類 
出所：谷本他(2013)をもとに筆者作成 
  
 概要・焦点 対象(典型例) 手法 
<タイプ A> 
Hamalainen  
and Heiskala 
(2007) 
Taipale(2006) 
・マクロの制度改革を通して,
医療,福祉,教育領域などにお
ける経済的・社会的パフォー
マンスの改善を指向 
・構造的な失業問題,地域間
格差の是正 
・医療・福祉・教育制度の
社会制度改革等 
・産業界,地域,社会における構造的な
調整過程の検討 
・新制度組織論の適用 
・構造変化:規範ルールの変化の過程 
<タイプ B> 
Mulgan, 
Halkett and 
Sanders  
(2007)  
・多様な主体による関係性に
よる社会的イノベーション
のアイデアの創出 
・市場レベルを超えた活動を
視野に入れた社会的イノベ
ーション 
・障害者雇用の促進 
・教育(青少年・高齢者)問題
の解決 
・HIV/AIDS 問題の解決等
・市民活動,社会運動等 
・複雑系,生態学アプローチ等 
<タイプ C-1> 
谷本編(2006) 
・多様な社会的課題の解決を
指向し,社会的企業やNPOな
どの主体がビジネス活動を
通して社会的イノベーショ
ンを創出・普及 
・環境問題の解決(再生可能
エネルギーの普及等) 
・教育(青少年・高齢者)問題
の解決 
 
・ビジネスアプローチ 
・社会企業家の機能分析・社会的イノ
ベーションの創出,普及 
・マルチ利害関係者アプローチ 
<タイプ C-2> 
Christensen 
(1997) 
・技術イノベーション研究の
知見の社会分野への適用 
・新しい社会サービスの供給
による社会経済システムの
変化 
・教育業界における IT 利用
に伴う社会改革等 
・病院制度の革新 
・ビジネスアプローチ 
・イノベーションによるライフスタイ
ル変化 
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れた心的枠組みにおける変化」と定義している. 
次は, <タイプ B>の,コミュニティにおける主に社
会活動を分析対象とするような研究群である.ここ
では社会学的なアプローチによるものが多
い.Mulgan, Halkett and Sanders (2007)は,必ずし
もビジネスアプローチのみならず,多様な取り組み
を研究対象としており,市民運動的なアプローチや
政府・行政による取り組みも広く含めて議論してい
る. 
Wesdey, Zimmerman and Patton (2006)の議論
では,複雑系や生態学の研究を活用しながら,社会的
イノベーションが生じるためには,社会企業家個人
に注目することに加え,そのシステム全体にかかわ
る関係者の関係性に本質があると指摘している.彼
によれば,「社会的イノベーションを成功に導くため
には,関係者全員が役割を果たすことが重要である.
システムが変化するにつれて,すべての利害関係者
が影響を受ける.変化は,人,組織,コミュニティ,シス
テムの一部の間に起きる」という.この多様な利害関
係者との関係性において社会的イノベーションを捉
えようとする視点は,本稿と類似するものである.た
だ,その複雑系による捉え方については具体的な分
析に欠け,アイデアの提示にとどまっている. 
最後の<タイプ C>は,ビジネスアプローチによる
社会的イノベーションの議論である.本稿における
視点もここに含まれるが,ここには非技術的な社会
的イノベーション<タイプ C-1>と,技術的な社会的
イノベーション<タイプ C-2>の 2 つに大別すること
ができる.そもそも,イノベーションの既存研究にお
いても,社会的イノベーション研究においても同様
のことが指摘できると考えている.そのなかで,これ
までのイノベーション研究では技術的な側面に焦点
が当てられることが多かった. 
Christensen (1997)は,社会的課題についても技術
的なイノベーションの適応について議論している. 
Christensen (1997)では,触媒イノベーションという
概念を用いて,社会的課題においてこれまでとは異
なるアプローチによって既存構造そのものを改革し,
しかも波及効果が高く,かつ持続的にも優れている
解決策を生み出す組織への支援強化を主張する.こ
の<タイプ C-2>の論者たちは,社会的イノベーショ
ンという用語を必ずしも用いているわけではないが,
既存のイノベーション研究の蓄積を社会分野に適用
している点で参考になるものである. 
  
論者,論点によってこれらが混在している研究も
多く,この 3 つのタイプにすべて納まるわけではな
い.本稿は,市場におけるビジネス活動に焦点を当て
た社会的イノベーションを対象としているが,この
領域における最近の研究を確認しておこう.  
Lundstrom and Zhou (2011)は,資源動員という
観点において,ビジネスイノベーションでは資金的
な資源動員がイノベーションの成立に決定的な役割
を果たすのに対して,社会的イノベーションにおい
ては資金面のみならず,政治的な承認や慈善活動や
フィランソロピーといったビジネスイノベーション
には見られない多様な資源動員が必要であると指摘
している.ただ彼らは資源動員の過程自体を解明し
ているわけではない.社会的イノベーションにおい
ては,利害関係者からの多様な資源提供が経済合理
性だけでは説明しきれない主観的な要素が多い(谷
本他,2013). 
  
1.4 社会企業家 
 社会企業家の概念には ,公益を意味する社会的
(social) と , 私的利潤の追求を意味する企業家
(entrepreneur)という矛盾する概念の組み合わせを
通じて,社会問題を公共とも市場とも異なる新たな
解決に導く主体の行為を捉えていくという,理論的
な含意が込められてきた. 
既存研究において「企業家」としての側面は,新結
合の遂行者(Schumpeter,1926)という定義に基づき,
未利用資源の新結合を通じた新たな価値創造を通じ
た問題解決(谷本, 2006)や,公共領域と市場領域それ
ぞれから資源獲得を通じて,社会的課題を解決する
存在として議論が蓄積されてきた.一方,「社会的」
については,私的利潤の追求者たる企業家も社会企
業家も共に,新結合の遂行主体という意味では同様
の存在であり,この両者を分けているものは,「社会
的なもの」(social)のために新結合を遂行するか否か,
という点が論争の起点となっている.何を持って「社
会的なもの」を担保するのかについては,研究者が政
策的に介入していくことで「社会的なもの」の担保
を図る欧州の社会的企業論と,市場適応と公的セク
ターからの自立を「社会的」だと定義する米国の社
会企業家論の間には,認識の溝が存在することを本
稿では確認しておきたい. 
 いずれにしても,社会的イノベーション研究と社
会企業家研究は密接に関連しており,この過程分析
については本稿の理解と共通する部分も見られる. 
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Perrini, Vurro and Laura (2010)は,社会企業家が
どのように社会的課題を機会として認知,評価,開発
し,さらに拡大させていくのかについて,企業家の個
人的側面と,企業を取り巻く状況的側面から定式化
しようとしている.そこでは,その一連の過程を「機
会の認知」,「機会の評価」,「機会の形式化」,「機
会の開発・利用」,「機会の拡張」という 5 つのフェ
イズに分け,その各フェイズの移行に際して必要と
なる企業家個人の側面と状況的な側面を整理してい
る.機会の形式化から機会の開発・利用に至る過程
においては,資源動員の視点が指摘されているが,具
体的な資源の内容や獲得の過程について説明がなさ
れているわけではない.また新たなアイデアや知識
がどのように創造されるのかという点については,
企業家個人の能力やネットワーク構築力に還元され
ており,ここでも具体的なアイデアがどのようにし
て生み出されるのかという点については,そこから
どのようなネットワークの構築が重要であるかなど
を解明しているわけではない(谷本他,2013). 
 Weerawardena and Mort (2012) は , 事 業 型
NPO(Socially Entrepreneurial NPO)の競争戦略に
おけるイノベーションを社会的イノベーションとし
て位置づけ,その特徴や役割を考えている.この背景
には,特にアメリカにおける NPO セクターの競争環
境が厳しくなっており,多くの NPO が事業型 NPO
として企業家的なアプローチを採用せざるを得なく
なっていることがある(Dees 1998). 
Weerawardena and Mort (2012)は,9 つの NPO
の定性的な調査を行った結果,事業型 NPO のイノベ
ーションの源泉として市場における学習,ネットワ
ークによる学習,そして組織における学習という 3
つのパターンを見出した.こうした様々な学習の源
泉は社会的イノベーションを創出するにあたって必
要な要件としている .彼らは資源ベースの観点か
ら,NPO に本来的に備わっている企業家的な組織能
力は限られたものであると指摘し,NPO の持続可能
性や競争力を高めるためには,多様な源泉からの学
習が鍵を握ると指摘する.こうした視点は,社会的イ
ノベーションの普及を考えるうえで参考になるもの
である.  
しかしながら,社会的イノベーションの過程を,企
業家個人の資質や,組織学習という視点から理解す
るのみならず,外部の利害関係者との相互関係から,
新しいアイデアを創出する知識創造の過程,そして
そのための多様な資源の動員,正当性(legitimacy)3)
獲得の過程を探っていくことが重要である(谷本
他,2013). 
 
1.5 これまでの議論の確認 
 本稿における社会的イノベーションの捉え方のポ
イントは,先に指摘したように,①ビジネスを通して,
②社会的課題の解決に取り組み,③経済的・社会的
成果をあげ,さらに④新しい社会的価値を創出する,
ということに集約できる.以下,この 4 点についてこ
れまでの議論を確認しておこう. 
 
 
2 イノベーションの普及 
2.1  Rogers (2003)の定義 
Rogers は,イノベーションの普及を社会変革の 1
つと捉え,社会システムの構造と機能に変化が生じ
る過程であるとしている.この点は本稿の社会的イ
ノベーションの定義と類似する.本稿では社会的イ
ノベーションの普及は最終的に社会的価値が普及す
ることで,人々の意識や行動が変化すると理解して
いるからである. 
 Rogers (1983)はイノベーションの普及には 4 つ
の要素：①イノベーション,②コミュニケーション・
チャネル,③時間,④社会システムが重要であると指
摘する.まず Rogers (1983)は,イノベーションを「個
 
①社会的イノベーションとは,特定の社会的課題の
解決を目標とした取り組みである. 
 
②社会的イノベーションは,新しい社会的価値を創
出し,既存の諸制度を変革し,社会全体を変革してい
くものである. 
 
③社会的イノベーションに関する既存研究では,マ
クロ政策的なアプローチ,社会制度的なアプローチ,
あるいは市民社会組織によるボランティア的なアプ
ローチを基本とする研究も見られる一方で,ビジネ
スアプローチによる研究は相対的に少ない. 
 
④社会的イノベーションの普及に伴い,社会的,経済
的成果が求められる.既存のイノベーション研究に
おいて,最終的なイノベーションの帰結に注目した
研究は少ない. 
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人あるいは他の採用単位によって新しいと知覚され
たアイデア,習慣,あるいは対象物」と定義している. 
そして,Rogers (2003)は,イノベーションの普及に
ついて,次のように定義している. 
 
 
イノベーションがコミュニケーション・チャネルを
通して,時間の経過の中で社会システムの成員の間
に伝達される過程 
 
 
2.2 ネットワーク 
Rogers (2003)は,コミュニケーションとは,「参加
者が相互理解に到達するために,互いに情報を創造
し分かち合う過程」と捉えている.普及はコミュニケ
ーションの特殊な形式の 1 つであり,普及過程の本
質は情報の交換であると理解されている.イノベー
ションが行われる過程には,イノベーションとそれ
についての知識や経験をもっている個人ともってい
ない個人が存在し,それらを結びつけるのがマスメ
ディアや対人コミュニケーションといったチャネル
であると指摘している. 
特に Rogers (2003)では,近年のイノベーションの
普及を分析するのに大きな示唆を与えているのが,
ネットワーク研究であるという.ネットワーク研究
では,個人間のつながりがイノベーションの普及に
影響を与えることから,Granovetter(1973)の「弱い
紐帯の強み」を取り上げ,イノベーションの普及にか
かわる既存研究を検討している. 
Rogers (2003)は,これまでの普及研究における新
しいアイデアは,ほとんど技術的なイノベーション
に関するものであると指摘している.本稿はこのよ
うな一般的な普及研究とは異なっている.すなわち,
社会的イノベーションは技術的イノベーションのみ
ならず,新しい仕組みなど非技術的なイノベーショ
ンも含まれているからである.(谷本他,2013). 
 
2.3 チャンピオンとクリティカルマス 
組織へのイノベーションの普及で鍵となる存在と
して,Rogers (2003)では,チャンピオンが取り上げら 
れている.チャンピオンとは,「新しいアイデアが組
織内に有するかもしれない無関心や抵抗に打ち勝つ
ために,イノベーションの背後で支援するカリスマ
的な個人」を意味している.これは上述した視点の
「イノベーションを提供する主体が増えていく」側面
を分析するうえで,どのような主体に着目するのか
という示唆を与えてくれる.これらを踏まえて,本稿
では社会的イノベーションの普及対象として,個人
だけでなく,組織もそれに含めて分析を行っていく. 
また Rogers (2003)では,クリティカルマス 4)とい
う概念を用いて,イノベーションを急速に普及させ
る闘値をつくり出すことが重要であると指摘してい
る .本稿では ,オピニオンリーダーや普及促進者
(change agent)5)がそのようなクリティカルマスを
つくり出すと考えている. Rogers (2003)はイノベー
ションの普及対象として,組織もその対象に加えて
いる. 
Rogers は,これまでのイノベーションの普及研究
が対象としてきたものは,図 2 にあるようなイノベ
ーションの発展過程の大きな流れの一部分に過ぎず,
特に後方の局面に焦点を当てているに過ぎない,と
指摘する.過去のイノベーション研究では,普及過程
が始まる前段階の様々な活動,図 2 の 1～4 にかかわ
る活動は看過されてきたと述べ,これらの諸活動の
後に初めて,普及過程が始動すると指摘している. 
 
2.4 集中型・分散型普及システム 
Rogers(2003)によると過去の既存研究における
イノベーション発展過程の追跡調査では,次のよう
な経緯のために制約を受けているという.まず,イノ
ベーション発展過程の研究・開発段階を調べるにあ
たって,そのデータ源のほとんどを当該技術関連分
野の研究報告書に依存してきた.追跡調査は,一般に
イノベーション発展過程の研究と開発段階について
述べており,普及および採用過程についてはあまり
言及しておらず,帰結についての考察に至ってはほ
とんど存在しない.さらに研究および開発段階は,合
理的かつ計画的に進められることが前提となること
が多く,偶発的な側面は,発明者や研究者が著した研
究報告書には十分に記載されていない,と指摘して
いる. 
こうした既存研究の反省を踏まえ,普及と採用の
段階においては,集中型普及システムと分散型普及
システムという 2 つのモデル(Rogers 2003)に注目
する. 
集中型普及システムはイノベーションの研究分野
では古典的な普及モデルであり,イノベーションは
ある専門家機関から 1 つのパッケージとして潜在的
な採用者に普及させると言われる.このモデルでは,
社会的イノベーションの普及にかかる一考察(水野清) 
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イノベーションの個々の採用者は受け身の受容者で
あると仮定されており,専門家機関のもつパワーは
きわめて大きいものとして想定されている.しかし,
この集中型普及システムという捉え方や,イノベー 
ら多くの批判がなされている(Rosenberg,1982). 
Rosenberg (1982)は,イノベーションは独立して存
在するのではなく,社会システムに受け入れられた
後においても絶えず改良が行われることを指摘して
いる .その改良過程のことを彼は行動による学習
(learn by doing)や利用による学習 (learning by 
using)と呼び,複雑なイノベーション・システムを
もつ場合には,利用による学習が重要になることを
明らかにしている. 
Rogers 自身も,晩年になって,こうした線形的なイ
ノベーション発展過程や,集中型普及システムとは
異なる普及システムが存在することに気づいており,
それを分散型普及システムと呼んでいる.これは,イ
ノベーションが公式の研究開発機関から発するので
はなく,先導的な利用者の発明などによって社会シ
ステムの現場から湧き上がってくるようなモデルで
ある(谷本他,2013) 
 
 
図 2 Rogers のイノベーション発展過程における段階 
出所:Rogers (2003)をもとに筆者作成 
 
 
 
2.5 普及システム比較の視点 
表 3 は,Rogers (2003)が集中型普及システムと分
散型普及システムとの違いをまとめたものである.
この 2 分法による対比は単純化しすぎており,実際
には集中型と分散型普及システムの間のどこかに位
置づけられるものである.こうした 2 つの普及シス
テムを比較する視点として次の 6 つ視点が挙げられ
ている.これら 6 つの視点は事例の分析に有効なも
のとして検討していきたい. 
 
 
①意思決定と権限の集中度合い(権限の集中－分散)
②普及の方向(トップダウン－水平的なネットワー
ク) 
③イノベーションの源泉(関連技術分野の専門家－
非専門家としての利用者) 
④誰が普及すべきイノベーションを決定するか(機
関のトップ－個別の成員) 
⑤普及過程を促進するクライアントのニーズの重要
性(イノベーション中心－問題中心) 
⑥再発明 6)の度合い(再発明の度合いが低い－高い) 
 
 
また図 3 は,それぞれ集中型普及システムと分散
型普及システムを模式的に示したものである.集中
型普及システムでは,線形的で一方的なコミュニケ
ーション・モデルが前提とされている.一方,分散型
普及システムでは,コミュニケーションの参加者が
相互理解に達するために,互いに情報を生み出し共
有するような,コミュニケーションの収束モデルに
似たものが想定されている. 
図 3 集中型普及システムと分散型普及システム 
出所:Rogers (2003)をもとに筆者作成 
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3 まとめ 
従来の社会的イノベーション研究においては,社
会企業家の機能として社会的課題の認知や事業機会
の獲得などの,事業創出面での役割に焦点が当てら
れていた.しかしながら,本稿での論点整理を踏まえ,
それらに加えて普及促進者としての役割を果たしな
がら利害関係者との相互作用により,当該社会的イ
ノベーションの普及にもかかわるハイブリッドな社
会企業家像を想定して具体的な事例を検討すること
が必要ではないかと考える. 
その場合,社会的イノベーションを「さまざまな利
害関係者が関与し,それぞれの意図（利害関心）に基
づいて,そこに新たな価値を見出し,結果的にその正
当性を高めていくプロセス」（水野,2012a）として
捉えることが求められよう. 
さらには,社会的イノベーションの普及という側 
面を,社会的イノベーションにかかわる企業家や利 
害関係者自身の変化,新しい社会的価値の実現・普 
及とし,両者の行動変化を質的・量的に捉えること 
で,そのメカニズムにも言及できるような精緻な議 
論としていきたい. 
 
 
 
 
 
注 
 
1) entrepreneur の訳語として,しばしば「起業家」が用い
られる.social entrepreneur においても「社会起業家」
と表現されることがある.しかし本稿では,従来のシス
テムとは異なる新しい仕組みを導入し,社会的イノベー
ションを普及させることができるかどうかという機能
に注目する.そうであれば新しく事業を起こすベンチャ
ーのみならず,既存の一般企業や行政に属する人でもそ
の組織の中で新しい事業に取り組んだり,新しい仕組み
を導入したりする事例も見られる.したがって本稿では,
組織を立ち上げる「起こす」局面のみならず,ビジネス
モデルを「企てる」局面を重視し,「社会企業家」と表
現することにする.  
2) 日本では一般的な使い分けとして,国際協力に取り組む
非政府・非営利組織を NGO,国内問題に取り組む同様の組
織を NPO としているが,CSO はこれらの全てを含む,非政
府・非営利でなおかつ公益に関心を持つ様々な既存団体
のことを指す. 
3) 「正当性」(justification ,justness)を,特定の判断が
「正しい」か「正しくない」かを問題にする「当たるせ
いとうせい」とし,「正統性」(legitimacy)を具体的な
決定が「正しい」権限に由来しているのか,「正しい」
手続きによって形成されたかといった点を問題にする
表 3 集中型および分散型普及システムの特徴 
出所:Rogers (2003)をもとに筆者作成 
 
普及システムの特徴 集中型普及システム 分散型普及システム 
意思決定と権限の集中
度合い 
政府の行政官や関連技術の専門家に
よる全体的な意思決定に基づくコン
トロール 
普及システムの成員間に広く権限とコントロールが共
有されている 
普及の方向 
専門家からイノベーション利用者へ
のトップダウンによる普及 
仲間内の水平的なネットワークを通したイノベーショ
ンの普及 
イノベーションの源泉 
関連技術分野の専門家による研究開
発活動 
ときには利用者でもある非専門家の実験からイノベー
ションがもたらされる 
イノベーションの決定
者 
トップの行政官や関連技術分野の専
門家 
個別の成員あるいは組織のイノベーションに対する非
公式の価値評価に基づいて,彼ら自身がどのイノベー
ションが普及すべきかを決定する 
普及過程を促進するク
ライアントのニーズの
重要性 
イノベーション中心的なアプローチ
であって,イノベーションの利用可
能性によって生み出されるニーズを
調整するテクノロジー・プッシュ型
問題中心型のアプローチであって,実際に知覚された
ニーズや課題によって生み出されるテクノロジー・プ
ル型 
再発明の度合い 
イノベーションが採用者の間に普及
する際,実情に合わせた適応や,再発
明の度合いは低い 
イノベーションが採用者の間に普及する際,実情に合
わせた適合の度合いが強い 
社会的イノベーションの普及にかかる一考察(水野清) 
- 9 - 
「統べるせいとうせい」と区別した表記がみられる一方
で,(ビジネス)イノベーションの研究の多くは
legitimacy を「正当性」と表記しているため,本稿では
それに倣い legitimacy を「正当性」と表記することと
した.  
4) 社会システムのなかの十分な数の人々がイノベーショ
ンを採用した結果,イノベーションのそれ以降の採用速
度が自己維持的になる点.特に,双方向コミュニケーシ
ョン技術(情報通信技術)に関わるイノベーションで顕
著に現れる(Rogers, 2003). 
5) 普及機関の意向に沿って潜在的採用者のイノベーショ
ン決定過程に影響を与えることを職業とする人もしく
はそれに準ずる人(Rogers, 2003). 
6) イノベーションの採用と実施の過程で,利用者によって
変更あるいは修整される度合い.「利用者」の行為であ
ることに注意(Rogers, 2003). 
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